
（平成２１年１０月２１日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認岩手地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

   

岩手厚生年金 事案 443 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所に届け出た申立人の申立期間に係る厚生年金保険

の標準報酬月額は、申立人が主張する標準報酬月額であったと認められるこ

とから、申立期間に係る平成７年７月から８年５月までの標準報酬月額は

30 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成７年７月１日から８年６月 17 日まで 

社会保険庁の記録では、Ａ社に勤務した平成７年７月１日から８年６月

17 日までの期間について、厚生年金保険の標準報酬月額が、実際に給与

から控除されていた保険料に見合う標準報酬月額と相違していることが判

明した。このため、申立期間の標準報酬月額を正しい記録に訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険庁のオンライン記録において、申立人のＡ社における申立期間の

標準報酬月額は、当初、平成７年７月１日から８年６月 17 日までの期間は

30 万円と記録されていたところ、同社が厚生年金保険の適用事業所でなく

なった日（平成８年６月 17 日）の 10 日後の同月 27 日に、７年７月１日に

遡及
そきゅう

して９万 2,000 円に引き下げられていることが確認できる。 

また、申立人と同じく平成８年６月 17 日に厚生年金被保険者の資格を喪

失している事業主及び同僚２名のうち１名が、申立人の遡及
そきゅう

訂正処理日と同

日に、遡及
そきゅう

して標準報酬月額が９万 2,000 円に引き下げられていることが確

認できる。 

しかし、申立人から提出された平成７年７月の給与明細書によれば、当該

期間の厚生年金保険料控除額を基に計算した標準報酬月額は、訂正前の標準

報酬月額と一致していることが確認でき、社会保険事務所において、このよ

うな遡及
そきゅう

訂正処理を行う合理的な理由は見当たらない。 



                      

   

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額につ

いて、有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標

準報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た標準報酬月額の 30

万円に訂正することが必要である。 



                      

   

岩手厚生年金 事案 444 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店（現在は、Ｃ社）にお

ける資格取得日に係る記録を昭和 31 年４月２日に、資格喪失日に係る記録

を 32 年４月２日に訂正し、31 年４月から同年６月までの期間及び 32 年３

月の標準報酬月額を１万 2,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： ① 昭和 31 年４月２日から同年７月 26 日まで 

   ② 昭和 32 年３月 30 日から同年４月２日まで 

私と同期でＡ社Ｂ支店に入社した同僚の記録が訂正されたと聞いた。私

が申立期間①及び②においてＢ支店に勤務していたことは間違いないので、

厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ｃ社から提出のあった社員票及び発令簿により、

申立人が申立期間においてＡ社Ｂ支店に勤務していたことが確認できる。 

また、Ｃ社は、採用後一定期間を経てから厚生年金保険に加入させるよう

な慣行は無く、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除した

と推認されること及び当時のＢ支店において同様の手続相違があることから、

当時の事務担当者が届出を誤ったと思われると回答しているほか、Ａ社にお

いて昭和 31 年４月２日に発令を受けた 11 名について、発令と厚生年金保険

の資格取得の状況をみたところ、同年４月２日にＢ支店に配属されたことが

確認できる申立人を含む２名以外は、すべて同年４月に厚生年金保険に加入

していることが確認できることから判断すると、申立人は、申立期間に係る

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

申立期間②について、Ｃ社は、申立人は申立期間においてＡ社Ｂ支店に勤

務しており、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を同支店において給与

から控除したと推認されること及び当時の同支店において同様の手続相違が



                      

   

あることから、当時の事務担当者が届出を誤ったと思われると回答している

ことから判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

申立期間①及び②の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店におけ

る昭和 31 年７月及び 32 年２月の社会保険事務所の記録から、１万 2,000 円

とすることが妥当である。 

なお、事業主が、申立人に係る申立期間①及び②の厚生年金保険料を納付

する義務を履行したか否かについては、事業主は、当時の資料を保管してい

ないので不明としているが、このほかに確認できる関連資料、周辺事情は無

いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府が当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険

事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関連資料、周辺事情が

ないことから、行ったとは認められない。 



                      

   

岩手厚生年金 事案 445 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 35 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万 6,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和８年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 35 年 11 月 24 日から同年 12 月１日まで 

私は、Ａ社Ｃ支店から同社Ｄ支店開設のため異動した。同時に異動とな

った同僚の記録が訂正されたと聞いたので、私が申立期間において厚生年

金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出のあった人事記録票により、申立人が申立期間においてＡ社

に勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ社は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除し

たと推認されると回答していることから判断すると、申立人は、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 35 年 10

月の社会保険事務所の記録から、３万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載を誤ったと思われると回答

していることに加え、申立期間前後の雇用保険の記録が継続していることか

ら、事業主が昭和 35 年 11 月 24 日を資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料の納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

   

岩手厚生年金 事案 446 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店（以前は、Ｃ社Ｂ支

店）における資格喪失日に係る記録を昭和 62 年２月１日に訂正し、申立期

間の標準報酬月額を 17 万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ：  昭和 31 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間  ： 昭和 61 年 12 月 25 日から 62 年２月１日まで 

私と一緒にＡ社Ｂ支店から同社Ｄ支店に異動となった同僚の厚生年金保

険被保険者記録について訂正が認められたので、私が申立期間において厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 61 年 12 月 11 日にＡ社Ｂ支店（現在は、同社Ｅ支店）に

入社し、同年 12 月 25 日に同社Ｄ支店に異動したが、同年 12 月分及び 62 年

１月分の給与は同社Ｂ支店から支払われていたと供述しているところ、社会

保険庁の記録によると、申立人は、同社Ｂ支店において、61 年 12 月 11 日

に厚生年金保険の資格を取得し、同年 12 月 25 日に資格を喪失しており、同

社Ｄ支店においては、62 年２月１日に資格を取得していることが確認でき

る。 

しかし、雇用保険の記録及びＡ社Ｅ支店に対する照会結果により、申立人

が申立期間において申立事業所に継続して勤務（昭和 61 年 12 月 25 日に同

社Ｂ支店から同社Ｄ支店に異動）していたことが確認できる。 

また、Ａ社Ｅ支店は、申立人の申立期間に係る給与は同社Ｂ支店から送金

していたこと及び同社Ｂ支店において厚生年金保険料を給与から控除してい

たと回答していることから判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人の昭和 61 年 12

月の社会保険事務所の記録から、17 万円とすることが妥当である。 



                      

   

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かに

ついては、事業主は申立期間に係る保険料を納付していないことを認めて

おり、また、事業主は申立人に係るＡ社Ｂ支店における厚生年金保険被保

険者資格喪失届の資格喪失日について、昭和 61 年 12 月 25 日として社会保

険事務所に届け出たことが、同社Ｅ支店から提出された健康保険厚生年金

保険被保険者資格喪失確認通知書により確認できることから、社会保険事

務所は、申立人に係る 62 年１月分の厚生年金保険料について納入の告知を

行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納

付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、

事業主は申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

 

 



                      

   

岩手厚生年金 事案 447 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資

格喪失日に係る記録を昭和 35 年 12 月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を３万円とすることが必要である。 

なお、事業主は申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

 申 立 期 間 ： 昭和 35 年 11 月 24 日から同年 12 月１日まで 

私は、Ａ社Ｃ支店から同社Ｄ支店開設のため異動した。同時に異動とな

った同僚の記録が訂正されたと聞いたので、私が申立期間において厚生年

金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出のあった人事記録票により、申立人が申立期間においてＡ社

に勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ社は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を給与から控除し

たと推認されると回答していることから判断すると、申立人は、申立期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 35 年 10

月の社会保険事務所の記録から、３万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、厚生年金保険被保険者資格喪失届の記載を誤ったと思われると回答

していることに加え、申立期間前後の雇用保険の記録が継続していることか

ら、事業主が昭和 35 年 11 月 24 日を資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年 11 月の保険料の納入の告知を行ってお

らず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 448 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、労働者年金保険被保険者として労働者年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 大正 10年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和 18年４月１日から 19年９月 30日まで 

    私は、申立期間においてＡ社に勤務し、資格取得日が昭和 18 年４月１日と

記載されている厚生年金保険被保険者証を所持しているが、社会保険事務所か

ら、厚生年金保険の納付開始は 19年 10月からであり、それ以前に加入してい

る期間は年金の加入期間として計算されないとの回答があった。申立期間につ

いても厚生年金保険の年金の加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元同僚の供述から、申立人がＡ社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、社会保険事務所の記録によれば、当該事業所は申立期間後の昭和 22

年３月１日に初めて厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間は適用事

業所でないことが確認できる。 

また、当該事業所における申立期間当時の事業主は既に他界しており、申立内

容を裏付ける供述及び関連資料を得ることはできなかった。 

さらに、昭和 18 年４月から申立人の健康保険記録のある事業所において、19

年９月までに健康保険の資格を取得した女性の同僚８名の厚生年金保険の加入記

録を確認したが、当該同僚８名は、いずれも制度上女性労働者も強制加入となっ

た 19年 10月以降に被保険者となっていることが確認できる。 

加えて、社会保険事務所が保管している申立人に係る厚生年金保険記号番号払

出簿によれば、申立人の厚生年金保険記号番号は、昭和 19 年６月に払い出され

ていることが確認できる。 

その上、申立期間当時、女子労働者は労働者年金保険法の強制被保険者となっ

ておらず、労働者年金保険に任意加入するためには、労働者自ら認可申請を行わ



                      

  

なければならないこととなっていたが、申立人によれば、申立人本人が申請手続

を行ったことはなく、加入手続は事業所の事務員が行ったとしている。 

このほか、申立人の申立期間における労働者年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が労働者年金保険被保険者として申立期間に係る労働者年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 449 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年 10月から 45年２月まで 

  ② 昭和 45年 10月から 47年１月まで 

私は、申立期間①においてＡ社のＢ班に、申立期間②においてＣ社の下請会

社のＤ社に勤務し、業務外で病院にかかった時に保険証を使い診察料がかから

なかったと記憶しており、申立期間において厚生年金保険に加入していたと思

われるので厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社のＢ班に係る申立期間①については、申立人が一緒に働いたとしている同

僚の供述により、期間は不明だが申立人が同班に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人に係る勤務実態や厚生年金保険の資格記録についてＡ社に照会

したが、申立人が在籍したことを証明できる当時の資料は無く、これらの事実を

確認できる関連資料や供述を得ることができなかった。 

また、申立人が一緒に働いたとしている同僚も、Ａ社において厚生年金保険の

被保険者としての記録が無い。 

さらに、当時、Ａ社において厚生年金保険の被保険者となっている複数の者に

照会したが、申立内容を裏付ける供述を得ることができなかった。 

Ｄ社に係る申立期間②については、申立人が一緒に働いたとしている同僚の供

述により、期間は不明だが申立人が同社に勤務していたことは推認できる。 

しかし、同社は昭和 43 年３月１日に厚生年金保険の適用事業所では無くなっ

ており、元事業主の所在も不明であることから申立人の申立内容を確認できる関

連資料や供述を得ることができなかった。 

 



                      

  

また、Ｄ社において厚生年金保険の被保険者となっている複数の者に照会した

が、申立内容を裏付ける供述を得ることができなかった。 

さらに、申立人が一緒に働いたとしている同僚は、Ｄ社において厚生年金保険

の被保険者としての記録が無い。 

このほか、申立人の申立期間①及び②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

岩手厚生年金 事案 450 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 33年 10月１日から 36年 10月１日まで 

私は、昭和 33年 10月から５年ほどＡ社で働いた。給与は現金で直接社長か

ら受け取っていたので給与明細は無いが、年金が引かれていると信頼していた。

当時の同僚に働いていたことを確認してもらい、申立期間について厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

元同僚の供述及び申立人が所持する写真から、昭和 34 年ごろからＡ社（現在

は、Ｂ社）に勤務していたことは推認できる。 

しかし、申立人の申立期間に係る給与に関する記録や勤務実態についてＢ社に

照会したが、当時の関係書類が保管されておらず、確認できる関連資料や供述を

得ることはできなかった。 

また、申立期間において当該事業所に勤務していた複数の元同僚に照会したが、

申立人の申立期間における厚生年金保険の加入を裏付ける具体的な供述を得るこ

とはできなかった。 

さらに、複数の同僚の入社時期についての供述及び社会保険庁の記録から、当

該事業所では厚生年金保険の加入について、従業員ごとに異なった取扱いをして

いた状況がうかがえる。 

加えて、Ｃ市が保管している国民年金被保険者名簿において、申立人は昭和

36 年２月 27 日に資格を取得、同年 10 月１日に資格を喪失し、同年４月から９

月までの国民年金保険料を同年 12月に納付したことが確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認でき

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 



                      

  

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


